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○国立大学法人上越教育大学基本規則

（平成22年１月13日基本規則第１号）

最終改正 令和５年３月23日基本規則第１号
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附則

第１章 趣旨等

（趣旨）

第１条 この基本規則は，国立大学法人法(平成15年法律第112号。以下「法人法」という。)

等に基づき，国立大学法人上越教育大学(以下「本法人」という。)の目的，組織及び運

営等に関し必要な事項を定める。

（法令との関係）

第２条 この基本規則に定めのない事項については，法人法その他の関係法令の定めると

ころによる。

第２章 本法人の目的及び業務等

（本法人の目的）

第３条 本法人は，大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに，我が国の高

等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るため，上越教育大学（以下「本

学」という。）を設置し，教育研究を行うことを目的とする。

（本法人の業務等）

第４条 本法人は，前条の目的を達成するため，次に掲げる業務を行う。

(1) 本学を設置し，これを運営すること。

(2) 本学の学生に対し，課外活動，修学，進路選択及び心身の健康に関する指導及び援

助等の厚生補導を行うこと。

(3) 本法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の本法

人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

(5) 本学における研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。

(6) 本学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業を実施する者に出資す

ること。
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(7) 次条第１項の教育研究実施組織及び厚生補導の支援，大学運営に係る企画立案，学

外の者との連携，人事，総務，財務，広報，情報システム並びに施設及び設備の整備

その他前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

２ 本法人に，前項各号に掲げる業務を処理するため，事務局を置く。

３ 事務局に関し必要な事項は，別に定める。

４ 本法人に，事務局のほか，学長の定めるところにより，その他の組織を置くことがで

きる。

（本学の組織等)

第５条 本学は，その教育研究上の目的を達成するため，必要な教員及び事務系職員等か

らなる教育研究実施組織を編成する。

２ 前項の教育研究実施組織を編成するに当たっては，教育研究活動等の運営が組織的か

つ効率的に行われるよう，教員及び事務系職員等相互の適切な役割分担の下での協働や

組織的な連携体制を確保しつつ，教育研究に係る責任の所在を明確にする。

３ 本学は，学部等の教育上の目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的

及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて培う

ことができるよう，学内組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとする。

４ 本学の組織，運営及び教育課程の編成等に関し必要な事項は，上越教育大学学則(平

成16年学則第１号。以下「学則」という。)で定める。

第３章 事務所及び資本金

（事務所）

第６条 本法人は，主たる事務所を新潟県上越市山屋敷町１番地に置く。

（資本金）

第７条 本法人の資本金は，法人法第７条第１項の規定により政府から出資があったもの

とされた金額とする。

２ 本法人は，法人法その他の関係法令の規定に基づき，その資本金を増加又は減少する

ものとする。

第４章 役員，職員及び役員会

（役員）

第８条 本法人に，次の役員を置く。

(1) 学長

(2) 理事 ３人

(3) 監事 ２人

２ 学長は，学校教育法(昭和22年法律第26号)第92条第３項に規定する職務を行うととも

に，本法人を代表し，その業務を総理する。

３ 理事は，学長の定めるところにより，学長を補佐して本法人の業務を掌理し，学長に

事故があるときはその職務を代理し，学長が欠員のときはその職務を行う。

４ 監事は，本法人の業務を監査する。この場合において，監事は，文部科学省令で定め

るところにより，監査報告を作成しなければならない。

５ 第１項に規定する役員の選考，任期その他必要な事項は，別に定める。

（学長の任命及び任期等）
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第９条 学長任命の申出は，法人法第12条第１項の規定に基づき，本法人が文部科学大臣

に対して行う。

２ 前項の申出は，法人法第12条第２項の規定に基づき，本法人に置く学長選考・監察会

議の選考により行うものとし，同会議の組織及び運営等に関し必要な事項は，別に定め

る。

３ 学長の任期は，２年以上６年を超えない範囲内において，学長選考・監察会議の議を

経て，別に定める。

（理事の任命及び任期）

第１０条 理事の任命は，法人法第12条第６項に規定する者のうちから，学長が行う。

２ 学長は，理事を任命するに当たっては，その任命の際現に本法人の役員又は職員でな

い者が含まれるようにしなければならない。

３ 理事の任期は，２年とし，再任を妨げない。ただし，理事の任期の末日は，当該理事

を任命する学長の任期の末日以前とする。

（監事の任命及び任期）

第１１条 監事の任命は，法人法第12条第８項の規定により，文部科学大臣が行う。

２ 監事のうち少なくとも１人は常勤としなければならない。

３ 監事の任期は，その任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する法

人法第35条において準用する独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第１

項の規定による同項の財務諸表の承認の時までとする。ただし，補欠の監事の任期は，

前任者の残任期間とする。

４ 監事は，法人法第15条第５項の規定により，再任されることができる。

（学長の解任）

第１２条 学長が法人法第16条の規定により役員となることができない者に該当するに至

ったときは，文部科学大臣により解任される。

２ 学長選考・監察会議は，学長が次の各号のいずれかに該当するとき，その他学長たる

に適しないと認めるときは，文部科学大臣に学長の解任を申し出ることができる。

(1) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2) 職務上の義務違反があるとき。

３ 学長選考・監察会議は，前項に規定するもののほか，学長の職務の執行が適当でない

ため本法人の業務の実績が悪化した場合であって，その学長に引き続き当該職務を行わ

せることが適当でないと認めるときは，文部科学大臣に学長の解任を申し出ることがで

きる。

（理事の解任）

第１３条 学長は，理事が法人法第16条の規定により役員となることができない者に該当

するに至ったときは，その理事を解任しなければならない。

２ 学長は，理事が次の各号のいずれかに該当するとき，その他理事たるに適しないと認

めるときは，その理事を解任することができる。

(1) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2) 職務上の義務違反があるとき。

３ 前項に規定するもののほか，学長は，理事の職務の執行が適当でないため本法人の業
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務の実績が悪化した場合であって，その理事に引き続き当該職務を行わせることが適当

でないと認めるときは，その理事を解任することができる。

（監事の解任）

第１４条 監事が法人法第16条の規定により役員となることができない者に該当するに至

ったときは，その監事は文部科学大臣により解任される。

２ 監事は，次の各号のいずれかに該当するとき，その他監事たるに適しないと文部科学

大臣が認めるときは，その監事は解任されることがある。

(1) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2) 職務上の義務違反があるとき。

（職員）

第１５条 本法人に，副学長，教員及び事務系職員を置く。

２ 副学長は，学長を助け，命を受けて校務をつかさどる。

３ 第１項に規定するもののほか，学長が必要と認めたときは，必要な職員を置くことが

できる。

４ 職員の採用，就業その他必要な事項は，別に定める。

（役員会）

第１６条 本法人に，役員会を置く。

２ 役員会の組織及び運営等に関し必要な事項は，別に定める。

第５章 経営協議会

（経営協議会）

第１７条 本法人に，本法人の経営に関する重要事項を審議する機関として，経営協議会

を置く。

２ 経営協議会の組織及び運営等に関し必要な事項は，別に定める。

第６章 教育研究評議会

（教育研究評議会）

第１８条 本法人に，本学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として，教育研究

評議会を置く。

２ 教育研究評議会の組織及び運営等に関し必要な事項は，別に定める。

第７章 中期計画等

（中期計画）

第１９条 本法人は，文部科学大臣から法人法第30条第１項の規定により中期目標(以下

「中期目標」という。)を示されたときは，中期目標を達成するための計画を中期計画

として作成し，文部科学大臣の認可を受けて公表する。

（年次計画）

第２０条 本法人は，毎事業年度の開始前に，前条に規定する中期計画に基づき，その事

業年度の業務運営に関する計画を年次計画として定める。

２ 本法人は，年次計画に係る各事業年度における業務の実績について，自己点検・評価

を実施し，監事による監査を受ける。

（中期目標の期間における業務の実績等に関する評価等）

第２１条 本法人は，次の各号に掲げる事業年度の区分に応じ当該各号に定める事項につ
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いて法人法第９条に規定する国立大学法人評価委員会の評価を受ける。

(1) 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度 中期目標の期間の終了時に見込

まれる中期目標の期間における業務の実績

(2) 中期目標の期間の最後の事業年度 中期目標の期間における業務の実績

２ 本法人は，前項の評価を受けようとするときは，文部科学省令で定めるところにより，

同項各号に掲げる事業年度の終了後３月以内に，当該各号に定める事項及び当該事項に

ついて自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を文部科学大臣に提出するととも

に，これを公表する。

第８章 財務及び会計

（事業年度）

第２２条 本法人の事業年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。

（企業会計原則）

第２３条 本法人の会計は，文部科学省令で定めるところにより，原則として企業会計原

則による。

（財務諸表等）

第２４条 本法人は，毎事業年度，貸借対照表，損益計算書，利益の処分又は損失の処理

に関する書類その他文部科学省令で定める書類及びこれらの附属明細書を作成し，文部

科学大臣の承認を受ける。

（財務及び会計に関する規程）

第２５条 前３条に定めるもののほか，本法人の財務及び会計に関し必要な事項は，別に

定める。

第９章 細則

（細則）

第２６条 この基本規則に定めるもののほか，本法人の組織及び運営等に関し必要な事項

は，別に定める。

附 則

１ この基本規則は，平成22年４月１日から施行する。

２ 国立学校法人上越教育大学学則（平成16年学則第１号）（以下「改正前の学則」とい

う。）第１条により設置された上越教育大学については，この基本規則第３条の規定に

より設置されたものとみなす。

３ 改正前の学則第15条により置かれた事務局については，この基本規則第４条第２項の

規定により置かれたものとみなす。

４ 改正前の学則第18条及び第19条により置かれた役員及び職員については，この基本規

則第８条第１項並びに第15条第１項及び第２項の規定により置かれたものとみなす。

５ 改正前の学則第23条から第26条により置かれた役員会，経営協議会，教育研究評議会

及び学長選考会議については，この基本規則第９条第２項及び第16条から第18条の各条

第１項の規定により置かれたものとみなす。

附 則（平成27年基本規則第１号（平成27年３月24日））

１ この基本規則は，平成27年４月１日から施行する。

２ この基本規則の施行の際現に監事である者の任期については，この基本規則による改
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正後の国立大学法人上越教育大学基本規則第11条第２項の規定に関わらず，なお従前の

例による。

附 則（令和４年基本規則第１号（令和４年３月24日））

この基本規則は，令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年基本規則第１号（令和５年３月23日）

この基本規則は，令和５年４月１日から施行する。


